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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第146期

第３四半期累計期間
第147期

第３四半期累計期間
第146期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 6,408,702 6,439,491 8,577,318

経常利益 (千円) 481,078 520,835 633,470

四半期(当期)純利益 (千円) 309,563 359,097 412,493

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,320,740 1,320,740 1,320,740

発行済株式総数 (千株) 12,135 12,135 12,135

純資産額 (千円) 9,258,669 9,605,187 9,226,170

総資産額 (千円) 12,504,009 12,845,196 12,699,986

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 25.93 30.08 34.56

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 5.0 6.0 12.0

自己資本比率 (％) 74.0 74.8 72.6

回次
第146期

第３四半期会計期間
第147期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 7.91 10.57

(注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。

　



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、個人消費は力強さを欠く状況ではあるものの、米大統領選後の円

安・株高を受け、依然先行き不透明感は残るものの、輸出が緩やかに持ち直し、一般的に企業収益は底打ちして、

回復基調にありました。

このような状況の中、主力セラミックス事業は主要客先の電子部品業界を中心とし、厳しいながらも比較的安定

した販売状況にありました。売上高は前年同期比1.8％増加の4,782,655千円となりました。一方のエンジニアリン

グ事業は、前期に比しやや厳しい展開となり、売上高は前年同期比3.2％減少の1,656,836千円となりました。この

結果当第３四半期の売上高合計は前年同期比0.5％微増の6,439,491千円となりました。

利益面におきましては、セラミックス事業は増収効果により、前年同期比11.8％増益の476,412千円となりまし

た。エンジニアリング事業につきましては、前年のように利益率の高い加熱装置の売上がなく、大口の売上が第４

四半期に集中していることもあり前年同期比35.3％減益の20,854千円となりました。全体では、営業利益は前年同

期比8.5％増加の497,266千円、経常利益も前年同期比8.3％増加の520,835千円となり、さらに四半期純利益も前年

同期比16.0％増加の359,097千円と大幅な増益となりました。

（２）財政状態の分析

資産は、流動資産で前期末比横ばいとなりました。これは棚卸資産が3.7％減少によるもの及び余剰資金の運用に

よる有価証券の減少、それに伴う現預金の増加によります。また固定資産は、投資有価証券の2.8％増加及び設備投

資に伴う増加、減価償却が進んだ影響等により前期末比2.8％増加となりました。この結果、資産合計では前期末比

1.1％増加の12,845,196千円となりました。

負債は、流動負債で賞与引当金の取崩し及び電子記録債務の減少等により前期末比11.0％減少しました。固定負

債は長期借入金の増加及び繰延税金負債の増加等により前期末比27.0％の増加となりました。この結果、負債合計

では前期末比6.7％減少の3,240,008千円となりました。

純資産につきましては、繰越剰余金の増加及び保有有価証券の株価上昇に伴う評価差額金の増加により、前期末

比4.1％増加の9,605,187千円となりました。

　



（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた

課題はありません。

(会社の支配に関する方針）

当社は、財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針ならびに不適切な者によって支配

されることを防止するための取組みを定めており、その内容等（会社法施行規則第118条３号に揚げる事項）は次の

通りです。

（Ⅰ）基本方針の内容

当社は、当社の財務内容及び事業の方針の決定を支配する者について、当社の事業特性並びに株主の皆様やお

取引先をはじめ地域社会、従業員等の各ステークホルダーとの間に築かれた関係や当社の企業価値を十分に理解

し、当社の企業価値及び株主様同様の利益を中長期的に確保し、継続的もしくは持続的に向上させる者であるこ

とが必要と考えております。

　また、当社は、当社株式の大規模買付行為が行われた際に、これに応じられるかどうかは、最終的には株主の

皆様の自由な意思と判断によるべきものであると考えておりますが、一方では、大規模買付行為の中には、その

目的等から見て当社の企業価値及び株主様共同の利益に明白な侵害をもたらすものがあることも否定できません。

　したがいまして、当社の企業価値及び株主様共同の利益の確保・向上に反する当社株式の大規模買付行為を行

おうとする特定の者、あるいはグループは、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切である

と考えております。

（Ⅱ）不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み

買収者から買収の提案を受けた際に、当社株主の皆様が当社の有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜

在的効果その他当社の企業価値を構成する要素を十分に把握した上で、当該買収が当社の企業価値及び株主様共

同の利益に及ぼす影響を短時間のうちに適切に判断することは必ずしも容易ではないものと思われます。したが

いまして、買収の提案が行われた場合に、当社株主の皆様の意思を適正に反映させるためには、まず、当社株主

の皆様が適切に判断できる状況を確保する必要があり、そのためには、当社取締役会が必要かつ相当な検討期間

内に当該買収提案について誠実かつ慎重な調査を行った上で、当社株主の皆様に対して必要かつ十分な判断材料

（当社取締役会による代替案を出す場合もあります。）を提供する必要があるものと考えます。

また、買収者による買収の中には、その目的や態様等から見て、企業価値及び株主様共同の利益をかえりみる

ことなく、もっぱら買収者自らの利潤のみを追求しようとするもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要する

おそれがあるもの、当社の取締役会や株主の皆様が株式の買収内容等について検討し、あるいは当社の取締役会

が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの等、当社の企業価値及び株主様共同の利益を損な

うと思われるものも少なくありません。

かかる認識に基づき、当社取締役会は、当社の企業価値及び株主様共同の利益に反する大規模買付行為を抑止

するためには、大規模買付行為の提案が行われた場合に大規模買付行為を行おうとする者（以下「大規模買付

者」といいます。）、及び当社取締役会が遵守すべき手続きについて客観的かつ具体的に定めることが必要である

と考え、「大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の導入」（以下、本プランといいます。）を平成21年

６月25日開催の第139回定時株主総会で承認を得て導入をいたしました。この買収防衛策は、有効期限が平成27年

６月30日までに開催される第145回定時株主総会終結の時までとしておりましたので、当社の企業価値及び株主様

共同の利益をさらに向上させるために第145回定時株主総会において出席株主の皆様の過半数のご承認を得て継続

しました。

　



本プランは、取締役会の恣意的な判断を排除し、株主の皆様のために本プランを発動及び廃止等の運用に際し

て実質的な判断を客観的に行う機関として、独立委員会を設置しています。独立委員会は監査等委員である社外

取締役及び社外の有識者の中から選任され、社外の有識者３名より構成されています。

　対象となる大規模買付行為とは、①当社が発行する株式等について、特定株主グループの議決権割合が20％以

上となる買付等、②特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社の他の株主との合意等をいいます。

　大規模買付者は、事前に当社に対して、本プランに定める手続きを遵守する旨の「意向証明書」を提出してい

ただき、当社取締役会が「意向証明書」を受領後当社株主様の判断及び当社取締役会としての意見形成のために

必要かつ十分な情報を提供していただきます。なお、独立委員会は、当社取締役会を通じ、必要情報の提供を受

けるものとします。

当社取締役会が十分な情報提供がなされたと判断した場合は、当社取締役会は、必要情報提供完了後60日間

（対価を現金のみとする公開買付）、または90日間（その他）の検討期間を設定します。ただし、さらに内容の

検討や代替案の作成等で必要な場合は、10日間検討期間を延長することができるものとします。

当社取締役会は、検討期間内に、独立委員会に諮問し、当該大規模買付行為の内容の評価・検討等を行い、独

立委員会からの勧告を最大限尊重した上で、当社取締役会としての意見を取りまとめ、公表いたします。また、

必要に応じて、株主の皆様のご意見の把握に努めたり、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善

について協議・交渉をし、当社株主の皆様に対し代替案を提示することもあります。

　大規模買付者が本プランに定める手続きを遵守した場合には、当社取締役会は、対抗措置を採ることが相当と

認められる場合を除き、原則として対抗措置を採りません。また、大規模買付者が本プランに定める手続きを遵

守しなかった場合、当社取締役会は対抗措置を採る場合があります。

対抗措置の具体的内容としましては、新株予約権無償割当等で、新株予約権無償割当を行う場合は、買付者等

が権利行使できない新株予約権を当社取締役会が定める一定の日における全ての株主様に対して、所有する当社

の普通株式１株につき１個以上で、当社取締役会が別途定める数の割合で新株予約権無償割当をいたします。

本プランの有効期限は平成30年６月30日までに開催される第148回定時株主総会の終結の時までとします。ただ

し、定時株主総会において本プランの継続が承認された場合は、有効期限はさらに３年間延長されるものとしま

す。また、有効期限の満了前であっても、当社株主総会または当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議

がなされた場合は、本プランはその時点で廃止されるものとします。

　（Ⅲ）上記（Ⅱ）の取組みに関する取締役会の判断について

当社取締役会は、上記（Ⅱ）の「不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み」が、当社の基本方針に沿って策定されたものであり、当社の企業価値及び株主様共同の利

益を確保・向上させるものであると判断しております。

　また、本プランは定時株主総会における株主の皆様からのご承認をもって発効され、かつ有効期限前でも株主

総会において変更または廃止決議がなされた場合は、その時点で実行される等、株主の意思を重視したものであ

ります。

　さらに、独立委員会の設置等、当社取締役会による恣意的な判断を防止する仕組みを確保するとともに、毎年

の定時株主総会における取締役の選任（当社取締役の任期は１年）を通じて本プランの継続につき株主の皆様の

意向を反映させることが可能となっております。

（４）研究開発活動

当第３四半期累計期間における当社の研究開発活動の総額は147,173千円であります。

　



第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 37,280,000

計 37,280,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,135,695 12,135,695
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株でありま
す。

計 12,135,695 12,135,695 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

　 該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

　 該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年12月31日 ― 12,135,695 ― 1,320,740 ― 1,088,420

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　



(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(平成28年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）
普通株式

198,800
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,920,500
119,205 ―

単元未満株式
普通株式

16,395
― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 12,135,695 ― ―

総株主の議決権 ― 119,205 ―

(注）１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権１個)含まれ

ております

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式71株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
株式会社ニッカトー

大阪府堺市堺区遠里小野
町３丁２番24号

198,800 ― 198,800 1.63

計 ― 198,800 ― 198,800 1.63

２ 【役員の状況】

　 前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

　



第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成28年10月１日から平成28年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、清稜監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

　



１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,810,123 2,460,939

受取手形及び売掛金 3,096,243 ※1 2,852,308

有価証券 431,846 100,130

商品及び製品 605,523 666,826

仕掛品 1,153,084 1,019,512

原材料及び貯蔵品 304,817 299,924

その他 126,724 132,317

貸倒引当金 △600 △4,200

流動資産合計 7,527,763 7,527,759

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,464,646 1,398,734

機械及び装置（純額） 1,004,897 1,109,417

その他（純額） 681,055 771,195

有形固定資産合計 3,150,599 3,279,347

無形固定資産 72,893 61,728

投資その他の資産

投資有価証券 1,849,036 1,901,004

その他 99,692 75,356

投資その他の資産合計 1,948,729 1,976,361

固定資産合計 5,172,222 5,317,436

資産合計 12,699,986 12,845,196

負債の部

流動負債

電子記録債務 551,670 340,931

買掛金 1,071,015 1,087,363

短期借入金 400,000 400,000

1年内返済予定の長期借入金 184,008 181,672

未払金 475,338 470,278

未払法人税等 137,591 45,236

賞与引当金 201,000 103,500

役員賞与引当金 19,888 17,416

その他 45,387 101,117

流動負債合計 3,085,898 2,747,516

固定負債

長期借入金 106,548 133,376

役員退職慰労引当金 142,408 145,073

資産除去債務 39,347 39,851

その他 99,613 174,192

固定負債合計 387,917 492,492

負債合計 3,473,816 3,240,008

　



(単位：千円)

前事業年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成28年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,320,740 1,320,740

資本剰余金 1,225,438 1,225,438

利益剰余金 6,597,189 6,801,108

自己株式 △86,475 △86,526

株主資本合計 9,056,893 9,260,760

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 169,276 344,427

評価・換算差額等合計 169,276 344,427

純資産合計 9,226,170 9,605,187

負債純資産合計 12,699,986 12,845,196

　



(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 6,408,702 6,439,491

売上原価 5,042,308 5,000,350

売上総利益 1,366,393 1,439,141

販売費及び一般管理費 908,164 941,874

営業利益 458,228 497,266

営業外収益

受取利息 1,796 6,230

受取配当金 22,664 25,421

その他 8,957 14,168

営業外収益合計 33,418 45,820

営業外費用

支払利息 7,166 6,032

たな卸資産廃棄損 - 5,808

コミットメントフィー 3,387 3,392

その他 14 7,018

営業外費用合計 10,569 22,251

経常利益 481,078 520,835

特別損失

固定資産廃棄損 4,011 1,826

貸倒損失 12,478 -

特別損失合計 16,490 1,826

税引前四半期純利益 464,587 519,008

法人税、住民税及び事業税 127,000 135,000

法人税等調整額 28,023 24,911

法人税等合計 155,023 159,911

四半期純利益 309,563 359,097

　



【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

(会計方針の変更等)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期会計期間から適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当第３四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号平成28年３月28日）を第１四半

期会計期間から適用しております。

(四半期貸借対照表関係)

※１．四半期会計期間末日満期手形および電子記録債権の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして

処理しております。なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日

満期手形及び電子記録債権が、四半期会計期間末残高から除かれております。

前事業年度

(平成28年３月31日)

当第３四半期会計期間

(平成28年12月31日)

受取手形及び売掛金(受取手形) ― 千円 77,780千円

受取手形及び売掛金(電子記録債権） ― 千円 18,816千円

　

　２．偶発債務

当社は、平成26年以前の開発初期段階に納入いたしましたＳＮＴ－０７ボールの一部に発生している品質上の不

具合について客先と補償又は費用負担について協議をいたしております。現時点では金額を合理的に見積もること

が困難であるため製品回収損失引当金については計上しておりません。なお、ＳＮＴ－０７ボールについては現在

も継続的に納入しております。

　



(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

前第３四半期累計期間

(自 平成27年４月１日

　至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間

(自 平成28年４月１日

　至 平成28年12月31日)

減価償却費 367,368千円 355,578千円

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月19日
定時株主総会

普通株式 59,685 5.00 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金

平成27年11月２日
取締役会

普通株式 59,684 5.00 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

当第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月17日
定時株主総会

普通株式 83,558 7.00 平成28年３月31日 平成28年６月20日 利益剰余金

平成28年11月７日
取締役会

普通株式 71,620 6.00 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
合計

セラミックス
事業

エンジニア
リング事業

売上高

　外部顧客への売上高 4,697,510 1,711,191 6,408,702

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

― ― ―

計 4,697,510 1,711,191 6,408,702

セグメント利益 426,017 32,211 458,228

（注）セグメント利益の合計額は四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

Ⅱ 当第３四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
合計

セラミックス
事業

エンジニア
リング事業

売上高

　外部顧客への売上高 4,782,655 1,656,836 6,439,491

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

― ― ―

計 4,782,655 1,656,836 6,439,491

セグメント利益 476,412 20,854 497,266

　（注）セグメント利益の合計額は四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　



(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間

(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

　 １株当たり四半期純利益金額 25円93銭 30円08銭

(算定上の基礎)

四半期純利益金額(千円) 309,563 359,097

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 309,563 359,097

普通株式の期中平均株式数(株) 11,936,949 11,936,816

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

第147期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）中間配当について、平成28年11月７日開催の取締役会にお

いて、平成28年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 71,620千円

② １株当たりの金額 6円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成28年12月５日

　



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年２月６日

株式会社ニッカトー

取締役会 御中

清稜監査法人

代表社員
業務執行社員

公認会計士 石 井 和 也 印

業務執行社員 公認会計士 花 枝 幹 雄 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニッカ

トーの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第147期事業年度の第３四半期会計期間(平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニッカトーの平成28年12月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　


